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間が 6 ヶ月以上の者及び残存歯牙総数カ''24歯以上の成人一男子 (20例)に限定した。なわ対照は正常成人
男子( 5 例)を扱った。
非観血的療法後の骨折部治癒状態を検討するため、各骨折症例の初診時レ線像と再検査時レ線像を





















機能は I 、 H 、皿、 N群の順に低下し、特に皿、百群で、著明に低下していた。
顎間固定を除去した後、種々の日交合異常を後遺し、岨日爵機能が著明に低下していた症例に補綴的、
矯正的後療法を行なった結果、比較的短期間で岨鴫機能の著しい改善を得た。
従って、特に園、百群に対しでは、早期の適切な非観血的療法を行なうのは勿論のこと、その後も
機能回復のための治療を追加することが不可欠で、あり、それによって岨鴫機能の改善が可能で、あるこ
とを確認した。
論文の審査結果の要旨
顎関節突起部骨折に対する治療法には、従来より観血的療法と非観血的療法があるが、一般的には
後者が多く用いられている。
本研究は、顎関節突起部骨折症例に非観血的療法を行ない、骨折部の形態的な治癒状態と下顎運動
など岨噌機能の回復状態との関係を臨床的、レ線的かつ生理学的に分析したものである。
本研究により、特に転位及び脱臼骨折症例にむいては、非観血的療法の後、種々の日交合異常を後遺
し、岨日爵機能が著しく低下していることが明らかとなった。
またこれらの症例には、補綴的、矯正的後療法が必要で、あり、それにより岨噌機能の改善が可能で
あることが明らかになった。
この結果は、顎関節突起部骨折の治療法を確立するための重要な知見をもたらしたもので、口腔外
科臨床における意義は極めて大きしミ。
よって本研究者は歯学博士の学位を得る資格があると認める。
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